
Hokkaido University of Education

�

�

Title
1872年銃砲取締規則の制定過程 : 近代日本における武装解除と銃社会規

制の端緒

Author(s) 遠藤, 芳信

Citation 北海道教育大学紀要. 人文科学・社会科学編, 62(2): 1-13

Issue Date 2012-02

URL http://s-ir.sap.hokkyodai.ac.jp/dspace/handle/123456789/2858

Rights



北海道教育大学紀要（人文科学・社会科学編）第62巻 第2号  
JournalofHokkaidoUniversityofEducation（HumanitiesandSocialSciences）Vol．62，No．2  

平成凶年2月   
February，2012  

1872年銃砲取締規則の制定過程   

一近代日本における武装解除と銃社会規制の端緒－  

遠 藤 芳 信  

北海道教育大学函館枚日本・東アジア国際関係史研究室  

EstablishmentProcessoftheControIRegulationsofGunin1872  

ENDO Yoshinobu 

DepartmentofInternationalRelationsJapanandEastAsia，HakodateCampus，HokkaidoUniversityofEducation  

概 要  

明治維新の新政府は在来の幕藩体制下の武装を解除し，兵備の中央集権化と銃砲武器弾薬類の新たな統制  

管理を強化した。本論文の目的は，近代日本において，武装解除と銃砲武器弾薬類の統制管理の強化をめざ  

し，かつ，銃社会規制の端緒として位置づけられる1872年1月太政官布告第28号の銃砲取締規則の制定過程  

を解明することである。特に，兵部省先導の銃砲取締規則の起案と外務省意見，狩猟・銃猟規則の取込み，  

フランスの兵器携帯権を参照しつつ，上からの権力的な銃社会規制の端緒が生み出されたことを考察する。  

ー はじめに   

1871年4月の太政官の二鎮台設置（東山道鎮台・本営は石巻，西海道鎮台・本営は小倉）により兵部省は  

常備軍結集をめざし，兵備の中央集権化を強化した。兵備の中央集権化は，在来の幕藩体制が擁していた武  

力行使手段と武装・防禦営造物の代表的物件としての銃砲等武器弾薬類の統制管理と城郭等軍事関渉施設の  

政府移管による全国武装解除を核にしたものである。これらの全国武装解除によって，反政府暴動・擾乱等  

のよりどころを絶ち，さらに廃藩置県直後の1871年8月に四鎮台（東京鎮台，大坂鎮台，鎮西鎮台，東北鎮  

台）を設置し，1873年1月に六鎮台（東京鎮台，仙台鎮台，名古屋鎮台，大坂鎮台，広島鎮台，熊本鎮台）  

を配置し，常備軍結集の指標としての兵役制度の統一化（1873年徴兵令の成立）を担保する行政的基盤を固  

めることが可能になった。本論文では廃藩置県による四鎮台設置から六鎮台配置前後までの銃砲等武器弾薬  

類の統制管理と銃社会規制をあわせもった1872年銃砲取締規則の制定過程について，狩猟・銃猟規則や近代  

フランスでの兵器携帯権等も視野に入れつつ，考察することが目的である。   
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二 兵部省先導の「武器取締規則」の起案  

明治維新後の最大の内乱・内戦としての西南戦争後に，山県有朋陸軍卿は，1878年2月20日付で太政大臣  

に「人民所有ノ軍用銃ヲ購上スルノ議」を立てた。（1）山県の建議は「封建ノ制タル士二常職アリテ総テ武  

士卜称ス随テ人々相当ノ武技ヲ学ヒ又相当ノ武器ヲ蓄フルハ旧薄々皆然リトス其軍用銃ノ如キ旧幕ノ季世二  

至テハ武士ノ称アル者大抵家二一挺ヲ蔵セサルハナシ又兼テ其藩庁ヨリ給与シタル者ハ廃藩ノ働多クハ下賜  

ノ姿ヲナセリ是方今軍用銃ノ尚多ク常人間二散布スル所以ナリ夫封建ノ世ハ勢固ヨリ然ラサルヲ得スト錐ト  

モ封建己二廃シ士ハ其常職ヲ解キ鎮台ヲ六管二置キ以テ藩屏トナシ巡査ヲ全国二設ケ而シテ暴民ヲ防ク亦何  

ソ常人ノ軍用銃ヲシテ昔日ノ権ヲ有セシムルヲ用インヤ然ラハ則常人軍用銃ヲ私有スルハ実二無用ノ長物タ  

リ況ヤー朝地方紛糾ノ事アルニ際セハ無用ノ長物反テ言フ可ラサルノ息害ヲ生スル者アルヲヤ願クハ此際断  

然ノ命ヲ発シ全国常人ノ私有スル軍用銃ハ其何種ヲ間ハス相当ノ価値ヲ以テー切政府二購上セラレンコトヲ  

果シテ然ラハ封建ノ余弊ヲ掃除シ都県ノ政治ヲ完全スルノー端タルヲ得ベシ詮議シテ以テ允裁ヲ仰ク」と述  

べた。山県有朋の建議は一般人民私有の軍用銃に対する政府の積極的な買い上げ推進を強調したものである。  

また，人民私有の軍用銃に対する山県の認識は，当時においては，一面では「開明的政策」であることは当  

然であるが，西南戦争での銃器接収に対する後処理をふくめて上申した面が強い。   

ところで，山県有朋は，廃藩置県時に藩主は藩士に銃砲類を下付していたと述べている。すなわち，全国  

的にはこの種の銃砲類が士族を中心にして所有・所持されていた。こうした銃砲類の所有・所持をふくめて，  

兵部省は廃藩置県前後から旧落体制下の武力行使手段基盤の武器弾薬類の全国的管理と統制化に着手した。   

まず，兵部省は1871年の二鎮台設置直後の4月27口付で太政官に「武器取締規則」等の原則と「布告案」  

を起案して上申した。兵部省の起案と上申は，「武器取締規則」案（全9項目），「添布告」（本章では「布告  

案」と表記），「洋人武器売買規則」案（全5項目），「添布告」（全2項目，本章では「布告案」と表記）か  

ら構成されていた。（2）これらの兵部省の「武器取締規則」案と「布告案」等は翌1872年1月の銃砲取締規  

則の原案になった。ただし，武器弾薬類の全国的管理と統制化（特に1872年1月の銃砲取締規則の制定）は，  

銃砲火薬類の商業経営や民業関係をふくみ，本来的には軍政所管でなく民政所管の性格をもつべきもので  

あった。つまり，本起案は大蔵省・外務省や司法省もそれぞれ認識・関与すべき論点をふくんでいた。しか  

し，当時は旧落体制に対する全国武装解除の一大方針化先行のもとに兵部省が銃砲弾薬類管理の法制化を全  

面的に先導した。特に，銃砲弾薬類の管理を「武器取締」と称したことは，銃砲弾薬類を軍事用・兵備用の  

視点から管理することに主眼が置かれ，軍事・兵備の管轄は兵部省の主管業務であるという強力な主張がふ  

くまれていた。   

すなわち，第一に，兵部省の上申本文は，武器弾薬類の全国的管理と統制にとどまらずに，政府・軍隊外  

における武装解除の方針化を示した。これは当時における（今日にまで続く）銃社会規制の端緒になるべく  

画期的なものとして位置づけられる。すなわち，兵部省は，日本全国の兵備の統轄のためには，さらに武器  
ぶこし  

が「無頼ノ悪少年輩ノ玩弄」にならないようにするためには，兵器の調査・管理を武庫司に掌握させ，「天  

下ノ武器ヲシテーモ私蔵スル所」をなくすことが海陸二軍の拡張の大基礎であると強調した。ここでの「私  

蔵」とはいわば秘匿的な所有・所持である。なお，兵部省上申の武庫司は軍務官設置の兵器司を廃止して，  

1869年11月に兵部省に置かれた兵器・武器の管理機関であった（1871年4月には越中島練兵所を管轄）。   

そのうえで，第二に，兵部省は武庫司のもとに全国の武器兵器弾薬類の私有・私蔵等を管理するために，「武  

器取締規則」の原則として，①大砲小銃弾薬類の売買営業には武庫司交付の免許状が必要であり（免許状交  

付申請者は府藩県の地方管轄者に出願する），②大砲小銃弾薬類の売買（外国人をふくむ）においては売主  

と買主は商議し，買主は某店から買い入れる品目・員数を管轄庁に出願し，管轄庁の「印書」（許可証明書）   
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を受け取って売主に渡すことによって同品目数を授受し，売主は月末に同「印書」を当該管轄庁に碇出し，  

本手続きによらずに「私二売買」した者には過料として双方から代金の半額を管轄庁に納入させる，③府藩  

県庁は士族卒他の毎年の大小銃弾薬類等の買入れ品を詳細に調製・記録し，売買商人も1ケ年間の売出し品  

（外国人からの買入れもふくむ）の明細を調製・記録し，碇出期限までに同記録書を当該管轄庁に碇出し，  

管轄庁は毎年9月中に武庫司に碇出する，④府藩県における在来の大小銃と今後に買入れる大小銃には，当  

該管轄庁の「改印」（刻印）をそなえ置き，同刻印紙を至急武庫司に碇出する，⑤府藩県が大小銃弾薬類等  

を製造する場合は，武庫司の免許状を受けなければならず，さらに1ケ年間の製造高明細書を毎年9月中に  

提出する（製造場所等は地利水利の便利をはかり，どこでもよい），⑥大小銃弾薬類等の商人（外国人ふくむ）  

は，弾薬保管場所を当該管轄庁に出願，その指示された場所に許可証明の「封印」を付着させる，⑦大小銃  

弾薬類等の郷村・宿駅における商売を禁止し，府藩県下（管轄庁所在地）のみにおいて売買しなければなな  

い（海岸・繁華地等で売買でなければ支障が出る場合は出願のうえに処置される），⑧府藩県は古流の不用  

器械類の多数を従来みだりに払い下げてきたが，今後は武器の形状を毀して払い下げる，（勤武器製造は今後  

重要であるので，新発明に従事する者は当該管轄庁より武庫司に提出して検査を申請し，同品のよしあしと  

当否の判定にもとづき製造手続きの規則に従って御沙汰が下される，と起案した。以上の原則は当時現存の  

藩がそのまま存続するという前碇の下で起案されたものであり，特に，④⑤⑧のように，府藩県における大  

小銃弾薬類等の購入と製造あるいは不用器械類の払い下げを基本的には許容していることが特質である。他  

方，「布告案」は，府藩県庁ならびに華族士族卒農商のすべてにおける在来の大砲小銃弾薬類（和銃で4匁  

玉以下の猟銃をのぞく）の巨細を調査して9月までに武庫司に提出すべきことを布告すると起案した。   

第二に，「洋人武器売買規則」は，①開港場における大小銃弾薬類の商業者は武庫司の免許を受けなけれ  

ばならず，商売希望者は当該管轄庁に出願して免許状交付を受ける，（参開港場来着の大小銃弾薬類の売り物  

を同所で売買する時は，売主と買主は商議し，買主は某店から買い入れる品目・員数を管轄庁に出願し，管  

轄庁の「印書」（許可証明書）を受け取って売主に渡すことによって同品目数を授受し，売主は月末に同「印  

書」を当該管轄庁に碇出し，「印書」なくしてひそかに売買した者には過料として双方から代金の半額を管  

轄庁に納入させる，③舶来の大小銃弾薬類は来着ごとに当該県庁に届出なければならず，無届品をひそかに  

売買した場合は科料として器械代金の半額を当該管轄庁に納入させる，④弾薬類はその保管場所を当該県に  

出願し，その指示された場所に当該管轄庁の許可証明の「封印」を付着させる，⑤大小銃弾薬類の取締りは，  

東京・京都・大坂の三都と五港については武庫司が担当する（当分は三都と横浜・兵庫をのぞき，地方官憲  

が取締まる），とされた。他方，「布告案」は，①外国人商人はこれまで所持の大小銃弾薬類の巨細を調製・  

記録して当該管轄庁に提出する，②「武器取締規則」は11月からすべて規則の通りに遵守しなければならな  

いと起案された。   

以上の兵部省の「武器取締規則」等の起案は全国武装解除を方針化しつつも，大砲小銃弾薬類の管理にお  

いて一般人の大砲小銃弾薬類の売買を規制したが，落体制下の兵備・武装を前碇にして藩の大小銃弾薬類製  

造既得権等を容認したのは当然であった。しかし，全国の大砲小銃弾薬類の管理政策上においては，およそ，  

兵部省武庫司による集中的管理方策の起案にはその権限管轄上の適切性問題や膨大な事務量が予想され，小  

銃の管理（製造・販売・使用等）においても軍用銃と銃猟用との区分が明確でなく，さらに，開港場の対外  

国人への規制と扱い方が難題になった。   

特に，開港場等の外国人関係の規制に関しては，太政官弁官から5月から7月上旬にかけて再三にわたっ  

て意見をもとめられた外務省は，①開港場においては従来通りの規則によって地方官が取締まり，運上所（親  

閲）等による売買管理を据え置くべきであり，武庫司は地方官依頼業務を時々監督することでよい，②「洋  

人武器売買規則」中の第一項目は各国と談判しなければならないこともあり，削除をもとめる，③「洋人武   
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器売買規則」の大旨は「畢克ハ外国人二不開港へ参ルナト中辛卜同一例ニシテ買主ヨリ我政府ノ命アリト申  

確証ヲ示ササレハ彼ヨリ売ル事ハナラサルノ趣意二相見へ候」云々，と回答した。以上の外務省意見により，  

兵部省は武器管理においては外国人を対象とすることを断念した。  

三 廃藩置県後の兵部省の銃砲取締規則の起案と上申  

－一夕t務省意見に対する兵部省反論－  

その後，兵部省の山県有朋兵部大輔は廃藩置県後の同年11月14日付で太政官正院に，「武器取締規則」案  

を「時勢ノ変遷」に従ってさらに調査・修正し，銃砲取締規則として布告したいと上申した。山県兵部大輔  

の上申は，上記の「武器取締規則」案を一般民政上の視点から調査・修正し，かつ，その「布告案」を合体  

し，銃砲取締規則案（全7則，本論文では①～⑦と表記）と修正した。また，外国人を対象にした「洋人武  

器売買規則」案を引っ込めた。しかし，廃藩置県のもとでの鎮台・武庫司の武器管轄および府県庁の管理を  

核にして大小銃弾薬類の売買営業（免許定員制）と銃猟をふくむ銃砲管理の規制化をすすめた。   

すなわち，山県兵部大輔の銃砲取締規則案は，①大小銃弾薬類の商売は当該府県における免許定員の商人  

のみが取り扱い（免許定員～府5名・大県3名・中県2名・小県1名・鎮台本分営1名［鎮台本分営所在地  

が府県庁開港場等の場合には定員を設けない］・開港場5名～にもとづき地方官庁が免許商人を精選する，  

ただし東京・大坂は武庫司が管轄する），免許定員商売人の姓名住所等を武庫司に届ける，②免許商人であっ  

ても軍用銃砲弾薬類をひそかに売買してはならず，売渡す場合は買主より地方官庁交付の「免手形」（許可書）  

を受ける（東京・大坂は武庫司に交付を出願する），③免許商人は売買銃砲弾薬類の品目数等の明細書（軍  

用のものは免手形を添付）を毎月当該管轄鎮台に提出し，鎮台は毎年1月と7月に半年間の明細帳を武庫司  

に送付する，④免許商人の弾薬格納場所は地方官庁（東京・大坂は武庫司）に出願し，その指示に従う，⑤  

華族士庶人のすべては免許銃類をのぞく軍用銃砲弾薬類を私蔵してはならず（「私二貯蓄不相成」），従来所  

持してきた軍用銃砲はそれぞれ管轄庁（東京・大坂は武庫司）に持参して改刻印式によって番号・官印を受  

け，管轄庁は同人名・番号等を管轄鎮台に届け出て，鎮台より武庫司に碇出する（免許銃類は和銃4匁8分  

玉以下と各国諸猟銃），⑥免許猟人の他はみだりに銃猟してはならず，銃猟希望者は管轄庁に出願のうえ精  

査されて免許猟札が交付される（管轄庁は免許猟人の姓名を武庫司に届け出る），⑦銃砲弾薬類はみだりに  

製造してはならず，新発明のための試作希望者は管轄庁に出願し，管轄鎮台へ届け出を経て免許を受ける（た  

だし，製作が適宜・便利であるものは鎮台から武庫司に送付し，検査を経て採用されうるものは西洋免許法  

にならって御沙汰がある），と起案し，さらに従来銃砲弾薬類を売買してきた者は現在所持の物品目数等を  

すべて記録して管轄庁に提出し，管轄庁は武庫司に提出すべきである（東京・大坂は武庫司に直接碇出），  

と付則的に加えた。   

山県兵部大輔の銃砲取締規則案のなかで注目すべきは，軍用銃砲弾薬類の私蔵禁止の⑤の第5則である。  

すなわち，廃藩置県の結果，「武器取締」案に起案された府藩県の大小銃弾薬類等の購入と製造あるいは不  

用器械類の払い下げの許容の規定自体は不要になったが，本論文冒頭に述べたように，廃藩時点において旧  

藩がとった銃砲の処分として，軍用銃を旧家臣に下付することがあった。本規則案の起案時点では，廃藩直  

後であって，山県は同軍用銃の下付についてははばかりがあるとして具体的に言及しなかったと考えられる  

が，旧士族の軍用銃（各家は1挺を所持していた）が大量に市中に「私蔵」されていることへの管理統制と  

して，⑤の第5則が起案されたとみてよい。   

以上の銃砲取締規則案に対して，太政官史官は11月22日に兵部省に対して大蔵省および司法省と協議した  

うえで御沙汰すると通知した。また，外務省から意見を提出させた。これに対して，司法省は異存なしと回   
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答したが，外務省は12月7日付で原則や理念にかかわる意見を申立てた。そのため太政官は12月22日に兵部  

省に対して外務省意見に対する更なる見解を提出するように指示した。この結果，兵部省は外務省意見に反  

論を加えた再応意見（再応見込）を翌1872年1月18日に太政官正院に上申した。外務省意見と兵部省再応意  

見は下記の通りである。   

まず，外務省意見は，①第1別において大小銃弾薬類の売買営業に免許定員を設定することは「其者独占  

ノ利潤ヲ得国民ヲ公平二処分シ売買ヲ遂ケサシムルノ法ニアラス」云々と述べ，土地の盛衰に従って願い出  

る者には許可し，また，多少の免許税と年々の売上高に応じた税を徴収すべきであり，これらの管理は地方  

ひそ‾か 官吏の主務とする，②第5別の軍用銃砲弾薬類の「私二貯蓄不相成」の文意は曖昧であって，「窺二貯蓄」  
の文意を明確にすべきであり，免許者は自宅室内に保管し，軍用・非常時をのぞき門外に携帯することを禁  

止し，また盗賊防禦等のやむを得ない場合の他は門内であっても濫りに抱弄することを禁止し，これらの禁  

止に違反するものには当該銃器を没収して過料を納入させることを加設する，③第6別の免許猟人の取締り  

は，外国人に関係して規則化することは容易でないが，免許猟札（鑑札）により課税し（外務省は三都府と  

開港場等における外国人向け遊猟規則を通知しているが，同規則のように市街地や社寺近傍での遊猟禁止を  

立てなければ困難になる），また，本規則では免許者は外国人から直接に「何万挺モ買入」れることができ  

るので，買入れの「源ノ取締」を厳格に実施すべきである（武庫司ならびに開港場県庁の免許官員立会いの  

もとに買入れ数・転売数と仕入れ元数とを合算精査），と述べた。以上の外務省意見は，当初の「洋人武器  

売買規則」に対する意見とは異なり，将来の外国人の来日増加（遊猟者も増加する）は避けられないという  

想定のもとで，大小銃弾薬類の売買営業の免許定員制に反対するなどして売買営業を活性化・課税化すると  

もに，外国人をふくむ銃砲所持免許者の銃砲の保管・使用・発砲等について，罰則・科料化をふくめて厳格  

に制限・管理するものであった。そこには，大小銃弾薬類を武器・兵器として管理するよりも遊猟・銃猟を  

基準にして管理するという認識が強くなっている。（3）   

以上の外務省意見に対して，兵部省は主に，①第1別の銃砲弾薬類の国家管理（製造は造兵司［1870年2  

月設置］，貯蔵・分配は武庫司，外国との売買は政府が管掌，銃の所持・発砲の制限）のもとでは，無数の  

商人がいたとしても，銃砲弾薬類を買い求めるのは「僅二親ヲ出スノ猟師而己」であるので，本案の免許定  

員には「尚余リアルヘ」く，免許と売上高の課税問題は大蔵省の会議範囲であって兵部省が関知するところ  

ではない，②第5別の主意は銃砲弾薬類を公法のもとに管理し（登録制），今後は「私二銃砲弾薬ヲ貯蔵ス  

ルノ道ナシ是迄所持スル物不残官府へ還納ス可シ然ルニ此事今日俄二施シ難キ実アリ依テ先其銃砲ヘハー々  

官府ノ刻印ヲ居へ其員数ヲ取調ラヘ置追テ公法ノ処置二至ル可シ」「盗賊防禦等止ヲ得サルノ時之ヲ抱弄ス  

ルヲ許ス時ハ是其弊天下ノ大利二戻り人ヲ殺ス者モ死セサルニ至ラン何トナレハ私意アツテ人ヲ撃殺シ訴ヘ  

テ日ク此者我家二人テ賊ヲナス故二銃ヲ抱弄スト既二之ヲ許ストキハ復之ヲ尤ムル能ハスニ其末聴訟断獄ノ  

繁劇ヲ生シ数多冤罪ノ者ヲ生シ復讐横行二至ラン」云々と述べ，③第6則は畝猟の免許と猟銃員数を調査す  

るのみであり（社寺・人家地域内での放銃禁止は天下制禁で国中の人が知っている），遊猟取締や課税は兵  

部省の関知するところではなく，総じて「凡ソ制度号令ヲ施ス横急先後ノ時機アリ今廃藩為県ノ御制度既二  

相立天下ノ兵器ヲ収メ天下ノ方向ヲー新スルノ時銃砲取締杯ノ事ハ実二急務卜謂フ可シ」と，早急な実施を  

強調した。   

兵部省の再応意見は特に廃藩置県を実質化するための全国武装解除の第一歩として銃砲弾薬類の管理を強  

化し，本規則（公法）外にある非合法の銃砲弾薬類の「還納」の方針化を意図したものである。そのなかで，  

特に②の銃砲弄禁止の文言は銃社会規制に関する先駆的な意見として位置づけられる。しかし，兵部省の①  

の大小銃弾薬類の商売の免許定員は十分であるという見解は楽観的であり，また，第7別の銃砲弾薬類の製  

造制限は在来製造者にとって大きな打撃になった。 （4）   
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兵部省の起案・上申の銃砲取締規則案は裁可・制定され，1872年1月29日に太政官布告第28号をもって公  

布された。また，同年9月23日に太政官官布告第282号をもって，銃砲取締規則にもとづかない銃砲弾薬類  

をひそかに所持して取り扱う者に対しては同品を取り上げ，かつ，50銭の過料を徴収することを布告した。  

さらに，1874年には太政官布告第132号をもって，免許を得ずして銃砲弾薬を製造する者に対しては，同品  

の取り上げ，かつ，3円以内の過料を徴収することを布告した。かくして，銃砲取締規則の制定は，維新政  

府の政権の維持・防衛のための全国武装解除の地歩を固めることになった。  

四 軍用銃装備統一化の端緒と銃砲弾薬類管理  

その後，全国の銃砲管理にかかわって武庫司がさらに推進しようとしたのが，軍用銃装備の統一化である。  

すなわち，武庫司は1872年11月（日付欠）に本省に，諸鎮台諸県等在来の小銃器を武庫司に引き渡すことを  

伺い出た。武庫司の伺いは，（手鏡台所蔵の元込（後装式）小銃をすみやかに東京に引き渡す（ミニエー銃は  

10分の1を予備として残して残余はすべて諸所製作所に集めてアルピニー銃に仕立て直し，四鎮台に送付し  

て兵卒使用のエンヒールド銃と引き換えることによって，全国兵備の軍用銃装備をアルピニー銃で統一す  

る），②アルピニー銃を鎮台に備付させる期限を来年の7，8月までとする（アルピニー銃製作地を萩・佐  

賀ならびに東京・大坂等とする），という内容であった。アルピニー銃は1872年3月の近衛歩兵一番大隊・  

二番大隊・三番大隊の携帯銃であった。鎮西鎮台の元込銃はすでに引渡し運送が開始されていた。武庫司の  

伺いは11月18日に承認された。（5）他方，来日軍事顧問のフランス教師の建白もあって，エンヒールド銃自  

体を後装銃に改造する工事に着手し，また，イギリス製スナイドル銃（エンヒールド銃構造が後装銃構造と  

して製造された）を歩兵用として輸入し，スナイドル銃及びエンヒールド・スナイドル銃をもって銃装備制  

式の統一化をはかるべく，1873年6月に全国の歩兵・工兵の携帯銃として支給することにした。かくして，  

1876年には全国鎮台のほとんどは一定の外国製後装銃でもって装備が統一化されるに至った。（6）軍用銃装  

備の統一化は軍用銃の制式・規格と管理・登録の精密化に至らしめ，猟銃との区別化が促進された。   

その後，銃砲弾薬類の管理については，銃猟関係の範囲（職猟・遊猟）が課磯・過料および禁猟地域・鳥  

獣保護等を対象にして独立させ，翌1873年1月に太政官布告第Z5号鳥獣猟免許取締規則として法制化された。  

これは，民業を基本にして銃砲弾薬類の管理化をすすめるものであった。（7）さらに，陸軍省上申により，  

四民所持の銃器は国法上においては内務省の管轄下に置かれることが適切であるとされ，1875年6月に銃砲  

取締規則の基本的管理は内務省の管轄下に入った（太政官布達第111号）。また，同規則の犯罪関係の処分や  

管理は司法省に管轄させることになった。   

ところで，この時点までに銃砲取締規則上の銃砲がどのように届け出され，同所持・貯蔵の許可を受けた  

かという問題がある。これについて，大久保利通内務卿は1875年11月19日付で太政官宛に銃砲所持者の中に  

は海外旅行や他県下への寄留等による届出漏れがあり，その結果，その後に届出れば犯則ということで没収・  

過料等の処分になってしまうことをおそれてそのままにしていることがあるが，そのまま等閑されて現在ま  

でに至っていることは不都合であるので，届出漏れ事情を詳細に記述して1876年2月末までに当該管轄庁ま  

でに願い出ることを布告したいと上申した。また，同届出期限後に申し出る者や所持・貯蔵する者に対して  

は，上記の1872年9月太政官布告第282号をもって処分するとした。（8）内務省伺いは12月5日に閣議決定さ  

れ，同年12月19日に太政官布告第189号をもって指令された。しかし，以上の太政官布告によって，各府県  

では銃砲所持の届出督促は必ずしも推進されたのでない。東京府下でも届け出が遅れていた。そのため，太  

政官は1876年3月に，内務省上申により届出期限を4月末までに延期し（太政官布告第39号），さらに，6  

月には8月までに再度延期した（太政官布告第84号）。銃砲取締規則にもとづく銃砲所持届出督促は容易で   
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はなかった。特に鹿児島県は銃砲所持届出漏れ者を放置していた疑いがある。（9）なお，内務省は，その後，  

1877年1月4日に外国人の銃猟免許に関する約定書式および免状取扱条例を制定し，国内滞在外国人に対す  

る銃猟規則を整備した（内務省達丙第1号，同年10月2日に改正）。また，同年2月19日に東京府をのぞく  

府県に対して，人民所有銃砲員数を統計的に管理するために，「銃砲総計表編成例」（1872年から1876年まで  

の各年次，西洋製・和製，検印数・新製数，外国品買入数，外国人への売渡し数，廃銃・献納・官没収数，  

等の区分）にもとづき，軍用銃類総計表と免許銃類総計表の調製・碇出を指令した（内務省達乙第19号）。  

また，鳥獣猟規則の管轄は1881年に大蔵省から農商務省に移った。  

五 まとめ  

銃砲弾薬類の管理は，本来的には注（7）の［補注2］で示したよう，近代フランス等での兵器携帯権の議論  

と法制化にも及ぶものであった。しかるに，新政府は，旧幕落体制解体および抵抗・反乱勢力の鎮圧化のた  

めに全国武装解除の徹底化によって自己の権力基盤を確立させようとした。そこではフランス等の兵器携帯  

権等は当然にかえりみられることはなく，兵部省・陸軍省先導の1872年銃砲取締規則制定による上からの権  

力的な銃社会規制が開始されるに至った。その後，1874年佐賀事件，1877年西南戦争等の国家非常時におけ  

る地方行政機関や在来自治体の兵器・銃砲弾薬類の所有権の抹消・否定化や接収に向かった。  

（注）   

（1）防衛研究所図書館所蔵 く陸軍省大目記〉 中『明治十一年 密事日記 房長』第2号，第31号所収。2月20目付の山県の建   

議に対して，太政官は内務省と大蔵省に意見を提出させたようであるが，同意見は不明である。太政官は山県の人民所有   

軍用銃の全国的買い上げの建議に対して特に判断・指令を発しなかった。当時においては人民所有の軍用銃をふくめた武   

器弾薬類の徴発に対する基本的政策が確立していなかったためとみてよい。なお，その後，太政官は，西南戦争時の福岡・   

長崎両県下の銃器借り上げ（事実上は接収，征討総督管轄）と山口県下の銃器引き揚げ（陸軍省管轄）に対する同県下住   

民の返還要求にかかわる銃器買い上げ，さらに新潟県下住民の銃器買い上げ時の差出し遅延分（内務省管轄）にかかわる   

銃器買い上げをすすめるにとどまった。  

（2）国立公文書館所蔵『公文録』1872年1月2月兵部省，第18件所収。兵部省の上申本文は「王政御一新以後諸官省ヲ被建置   

夫々寮司ヲ被附置 御大政御一途ノ御政体卜相成文運武数日二闘ケ月二盛ナルノ秋二至り内武備ヲ完売シ外 皇威ヲ百蛮   

二輝サンモ実二海陸二軍ノカト奉存候意フニ其カノ起ル所ハ専ラ兵器二有之候抑々日本全国ノ兵ヲ扱ハント欲セハ先ツ全   

国ノ兵器ヲ取調ラヘサル可ラス就テハ府藩共商人二至ル迄武器ヲ取扱候者ハ巨細武庫司二於テ取締不致候半テハ全体ノ目   

的モ不相立況ンヤ武器弾薬等御備附ノ所モ不相知候様ニテハ武庫司遂二其任ヲ失ヒ天下ノ武器紛乱錯雑シテ続一スル所ナ   

ク其流弊尭二無頼ノ悪少年輩ノ玩弄二充ツルニ至ラン実二不堪慨歎ノ至奉存候伏テ願クハ今ヨリ天下ノ武器ヲシテーモ私   

蔵スル所無ク悉ク武庫司ノ掌握二帰セシメン然ル時ハ万一不満不達ノ徒隠二非望ヲ企ツル者アリト錐モ其カノ強弱人員ノ   

多少等容易二相分り速二防禦ノ手立モ相立且ツ後来海陸二軍御輿張ノ大基礎トモ可相成奉存候［下略］」と記述されている。   

以上の兵部省上申にもとづく「武器取締規則」案（全9項目）と「布告案」および「洋人武器売買規則」案（全5項目）   

はおよそ前年1870年から調査・起草されたとみてよい。すなわち，前掲〈陸軍省大日記〉中『明治三年 譜建言』には，「御   

布告 府藩県」，「武器収縮規則」（全9条），「御布告 外務省」，「外国人武器売員規則」（全4条），の計4文書が編綴・収   

録されている（兵部省罫紙・墨筆，本論文では4文書を一括して「1870年武器取締規則建言」と記述する）。1870年武器取   

締規則建言はほぼ1871年の兵部省上申の「武器取締規則」案（全9項目）等の下敷きになったが，もともと，当時の「府   

藩県」が継続するという前提のもとで調査・起草されたものである。その場合，「御布告 府藩県」は，府藩県宛の布告と   

して「今般武器取締ノ儀武庫司所轄被 仰付別紙ノ通規則被相定候二就テハ各管内地方不泄様此旨可相違」云々と起草され，  

1869年11月に兵部省に置かれた武庫司が本来の陸軍内の武器兵器管理にとどまらずに，陸軍部外の武器兵器の管理に至っ   

たことが強調された。他方，1871年12月7日の外務省意見および翌年1月18日の兵部省反論は国立公文書館所蔵〈単行書〉   

中『官符原案 第三 壬申自正月至六月』所収のものを参照。なお，1870年当時の全国諸藩（計258藩）の小銃総計はおよ   

そ37万挺と推定されている（南坊平造「明治維新全国諸藩の銃砲戦力」（軍事史学会編『軍事史学』第13巻第1号，1977年   
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6月，参照）。  

（3）外務省は1869年10月12日に太政官弁官に「内外人民鳥獣遊猟之規則案」（全7別）を起案し，決裁を経て各国公使に協議   

しようとしていた。同規則案は翌1870年1月12日に決裁されたが，各国公使との協議が整わず立ち消えた（外務省編『日本   

外交文書』第2巻第2冊所収の「遊猟規則評決方請求ノ件 附属書 遊猟規則案 附記 明治十九年一月調外国人銃猟規則   

設立一件提要」78－82頁参照，1955年）。その後，外務省は1870年12月18日に日本駐在各国公使宛に，外国人向け遊猟規則に   

ついて，①府藩県の市中は勿論，人家から600尺以内での発砲遊猟の禁止，②外国人遊歩地域内であっても，門塀ある場所   

や政府が国民に猟業のために貸している場所および従来から遊猟禁止の社寺境内での禽獣猟の禁止（「制禁」の旨を日本語   

と外国語で表記した標札を立てる），③遊猟により作物に被害を与えた場合は作主に相当代価を払わせる，④以上の3項目   

違背者は，日本の管理者によって本国公使館執政者のところに連行され，本国法相当の罰が加えられるべきである，と通知   

した。外国人対象の遊猟規則についてはあらためて考察される必要がある。なお，銃猟に対する課税は旧幕落体制下では「鉄   

砲役」「鉄砲運上」と称されてきたが，1870年10月14日の大蔵省達はこれらを「猟師役」と改称し，さらに，1872年銃砲取   

締規則制定後は2月20日の大蔵省達第23号によって「猟銃免許税」と改称された。  

（4）各県は銃砲取締規則の特に商売営業者の免許定員指定に対して当惑や不便を抱いていた（前掲 〈陸軍省大日記〉 中『明治   

五年壬中八月 大日記 諸県』，同 〈陸軍省大日記〉 中『明治五年壬中十一月 大日記 諸県』所収）。たとえば，第一に，   

足柄県は4月13日付で陸軍省に，①当県の免許定員は3名であるが，銃砲売買者3名・弾薬売買者3名としてよいか，②格   

別に「奇巧便利」の発明ほどでもないが，従来製造してきた薬品でさらに製造・研究を遂げれば良品産出の見込みがあるも   

のは特段に吟味のうえ製造を許可し，銃砲弾薬免許者へ売り渡すことはできないか，と伺い立てた（福島県も10月19日に同   

様の伺い）。しかし，陸軍省は銃砲と弾薬の売買の免許定員を各3名（計6名）とすることはできない，新発明をのぞく薬   

品の産出・製作はできないと回答した。第二に，磐前県は5月29日付で陸軍省に，①当県の免許定員は2名であるが，本庁   

は磐城平で中村・三春・棚倉に支庁があるがいずれも「山間僻土ニテ農暇之余業二山猟相稼候貧民多ク」，些少の弾薬購入   

のために10望も赴くのは「難渋当惑」であり，本支庁合せて4ケ所に免許定員各1名を置くことを許可してほしい，②三春・   

棚倉は特に「山間ニテ辺阪之土地柄」であって，ようやく3，4貫目位の合薬を製造して「山猟稼之者」に売り渡して「活   

計之補」にする者の商売を許可してほしい，と伺い立てたが，陸軍省は不許可にした。第三に，犬上県は4月（日付欠）に   

陸軍省に，近江国国友村は在来から和銃製造によって生活を立ててきたが，銃砲商売の免許定員制によって職人はたちまち   

生業の基を失い難渋するので，同村のみ銃器製造と損銃修繕等を許可してほしいと伺い出た。これに対して陸軍省は，軍用   

銃製造は許可できないが，猟銃製造は許可すると回答した（度会県の7月8日の伺いと筑摩県の8月19日の伺いも同様で，   

陸軍省も犬上県回答と同様に回答した）。第四に，筑摩県は10月13日付で陸軍省に，①当県下の松本町・飯田町・高山町の3ケ   

所に免許定員の商人各3名を申しつける，（彰伊那郡・木曽谷等は「僻遠之山中」で「猟業渡世之者不少」あり，さらに田畑   

を荒らす猪鹿類を追過させるために「威シ銃」と称して毎夜空砲を打っているが，10余里も離れた3ケ所の免許商人にまで   

弾薬購入に赴くのは難渋であるので，同免許商人は伊那郡・木曽谷等に出店（支店開設）してよいか，と伺い出た。これに   

対して陸軍省は武庫司の意見にもとづき，県下3ケ所各3名を3ケ所各1名にもどし，また「僻遠之山中」での購入難渋の   

場合は近傍の支庁・山張所等が他の方法によって売り渡すべきであって，免許商人の山店は許可できないと回答した。なお，   

鉱山・開拓・花火用の火薬類については，免許商人以外であっても，事実調査のうえ，買入れることが許可された（〈陸軍   

省大日記〉 中『明治七年十二月 卿官房』所収）。また，1872年銃砲取締規則には捕鯨銃の記載はなく，神奈川県は捕鯨業   

者の捕鯨銃使用にかかわる納税処分等を1873年12月に大蔵省に伺い出たが，大蔵省は捕鯨銃使用を木規則にもとづいて取扱   

う判断を示した（前掲 く単行書〉 中『大蔵省抜粋 十「』所収）。さらに，三瀦県は1872年10月に同県の「猟銃規則」（全8  

ママ  別）を規定した。同規則においては新規猟銃免許希望者は，「各其師二就て業術錬磨之証印相受，其区内正副戸長え願出」（た   
だし，従来，山間部で猪鹿類の狩猟により産業をなす者は技術証明する師匠が居なくとも許可される）として，戸長の認印   

を待た願書の提出を指令した（久留米市編さん委員会編『久留米市』第10巻資料編・近代，102頁所収，1996年）。他方，銃   

砲取締規則の商売営業者の免許定員指定に対して，「専断」で免許商人を増員したのは高知県であった（前掲〈陸軍省大日記〉   

中『壬申五月 大日記 省中之部』第1555号，同 〈陸軍省大日記〉 中『壬申七月 大日記 府県之部』第712号，前掲『公   

文録』1872年自8月至10月陸軍省，第10件，同『公文録』1872年11月司法省，第18件，所収）。高知県は4月25日付で陸軍   

省武庫司宛に，当県下はほぼ東西100里の山国にあって猟業による生計者が頗る多く，免許定員3名では難行ゆえに1名増   

加して東西に分航し，免許許可者4名の氏名を届け出た（土佐郡高知町2名，安芸郡1名，幡多郡1名）。これに対して，   

第一に，武庫司は5月25日付で高知県の免許処置は「何分ノ伺出モ不敦自己ノ了簡ヲ以テ御規則ヲ相破候」として陸軍省秘   

史局の判断を仰ぎ，陸軍省は高知県に対して仔細を報告させた。その場合，高知県参事林有造他権参事1名は6月（日付欠）   

に陸軍省に，当県下現在の銃猟願い者は約3，700人余で「山民共ハ専ラ畑作ヲ以ロヲ糊シ居」いるが，猪鹿の害が甚しく，   

銃猟名目の他に従前からの銃弾による防ぎ方のために猟銃免許交付出願者が多く，許可の伺いを立てるのに往復日数もかか   

るために弾薬商の免許定員3名による支障発生を見込んで増員を届け出たことは本規則の趣意に違反して不都合のゆえに，   
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規則通りに引き戻すので指令を仰ぎたいと述べた。第二に，以上の高知県の報告に対して，陸軍省は7月17日付で太政官正   

院に「右様専断ヲ以テ御規則ヲ破り今更 御沙汰次第引戻可中段申立不条理ノ至卜存候」として申進した。これに対して，   

太政官正院は8月3日付で陸軍省に，高知県の免許商人増員はもとより不都合であることはいうまでもないが，「山谷広大   

ノ地」での免許定員3名による支障が出た場合には定員を増加するのか，また，一旦，本規則制定後はいかなる支障が生じ   

ても増員しないのかと質疑し，早急の申し出を指示した。これについて，山県陸軍大輔は8月5日付で太政官正院に，本規   

則の定員の外に増加しなくとも支障はないとしつつも，「山谷広大数十里モ相隔候地所等」において実際に支障が出て伺い   

立てるならば指令もありうるが，高知県の事案は定員の増・不増には関係がなく，同県が本規則に違反したことに対して早   

急に指令を出していただきたいと申進した。この結果，太政官は8月10日付で陸軍省に対して，高知県の規則違反に対して   

は「詰責」処分を下すことになったことを通知し，「山谷広大ノ地」の免許定員3名によって支障が生ずる場合には陸軍省   

に伺い出ることを指令したことを申し入れた。以上の太政官の高知県処分方針により，同県参事林有造（他権参事1名）は   

9月25目付で太政官史官に「身前進退伺ノ事」という待罪書を提出した。同待罪書は司法省で調査・審理され，11月8日に   

「雑犯律違令」として「腰罪金」4両2分（他権参事1名も同じ）の適律が太政官正院に上申され，太政官は11月24日に司   

法省上申の通りに同県参事林有造他権参事1名を処分した。  

（5）国立公文書館所蔵 〈公文別録〉 中『陸軍省衆規渕鑑抜粋』第14巻，第58件所収。ミニエー銃は1846年にフランスで考案さ   

れ，1851年にイギリスが改良した前装施禎銃。アルピニー銃はベルギー国採用で，1867年にオーストリアで改造された後装   

銃。エンヒールド銃は1853年にイギリス制定の前装銃で，幕府・諸藩が多数輸入した。  

（6）社団法人工学会編『明治工業史』（火兵編・鉄鋼編，56頁，1969年翻刻，財団法人学術文献普及会，原本は1929年），佐山   

二郎『日露戦争の兵器』（2005年，光人社NF文庫）掲載の陸軍兵器本廠編『兵器廠保管参考兵器沿草書』，参照。イギリス   

は1866年にエンヒールド銃自体を経済的に後装銃に改造し（エンヒールド・スナイドル銃あるいはたんにエンヒールド銃と   

称されることもある），維新後以降の日本に約5千挺が輸入されていた。銃装備制式の続一化方針により，陸軍省は，1873   

年6月に「兵器支給規則」（武庫司現存の大小兵器の管理と造兵司の新兵器製作手続，造兵司・武器司の現在兵器総表の毎   

月2枚作成と陸軍卿への進呈［内1枚を第三局長に碇出］，近衛・鎮台等への兵器支給手続等）を規定し，翌1874年1月に「各   

種兵携帯銃器等当分別表」（陸軍省達布第16号）を制定し，同3月15日に射的演習定則（シヤスポー銃とエンヒールド銃に   

よる射的方法を立てる）を規定した（前掲〈陸軍省大日記〉 中『明治六年五月六月 第三局』，同 〈陸軍省大日記〉 中『明   

治七年三月 大日記 官省使及本省布令』，所収）。ただし，1874年1月15日陸軍省達布第16号の「各種兵携帯銃器等備付員   

数表」によって規定された「別表」（第1～8表）中の第3表「六管鎮台携帯火器支給明細表」によれば，歩兵への支給銃   

員数（戦時人員をもって算定，1個連隊は3個大隊）は，東京鎮台歩兵3個連隊・シヤスポー銃6，540，仙台鎮台歩兵2個   

連隊・エンヒールド銃・4，360，名古屋鎮台歩兵2個連隊・4，630，大阪鎮台歩兵3個連隊・ツンナール銃6，540，広島鎮台   

エンヒールド銃4，360，熊本鎮台歩兵2個連隊・スナイドル銃4，360，と4種支給が規定されている。シヤスポー銃（1866年   

フランス制定の後装銃）はナポレオン3世が1866年12月に幕府に2個連隊分を寄贈した以降に輸入された。ツンナール銃   

（1841年プロイセン制定の後装銃）は1871年和歌山藩が7，600挺を輸入後，各藩も輸入した。なお，1874年の「各種兵携帯   

銃器等備付員数表」は陸軍における「兵器表」（平時・戦時における各種団隊への兵器備付の定数表）の姶源に相当するも   

のである。この場合，歩兵の弾薬は歩兵1人につき300発とされ，他兵は100発とされた。兵器の装備統一化および弾薬類を   

ふくむ備付員数（戦時）の定数化は，運輸従事の輸送人夫人員や車馬（駄馬・娩馬，4頭立運送車）の運搬重量・規格等を   

規定し，戦時の動員計画策定において兵力行使規模を算出して兵箱勤務と補充業務を遂行するための重要な要件になった。  

（7）本法制化に際して，まず，井上馨大蔵大輔は「達案」（府県宛，前文および全3項目）と「銃猟免許取締税別案」（全13条）   

を起案し，1872年7月（日付欠）に山県陸軍大輔に対して，銃砲取締規則中の第6別の銃猟免許に税別を設定し銃砲管理（発   

砲規制等）するとして協議した（前掲〈陸軍省大日記〉中『壬申七月 大日記 府県之部』第751号所収）。井上の協議書は，   

鳥獣猟（生業あるいは「猛獣」の「稼囲」荒らしの駆逐等）自体は当該郷村において支障等の申立てはないが，火器の発達   

によって人民の銃猟許可願いがしだいに増加し，人家近傍での鳥類等野禽を狙撃するようになれば人民への誤中がありえる   

とした。この場合，「開化ノ進歩」により「人民ノ知識相聞ケ」れば，みだりな発砲による加害は自然になくなるが，現在   

ではその時点に至っていないので課税化・過料化によって管理すると述べた。大蔵省起案の「達案」は，①銃猟免許出願者   

については「身元其近傍ノ故障有無篤卜相礼」して交付する，②在来の銃猟許可地所（許可地所においても人民の障碍のた   

めに禁止見込みの地域を含む）の地名を詳細に調査して大蔵省および陸軍省宛に届出る，③従来の銃猟許可人と新規許可人   

の名簿の調製し提出する，④免許税と過料金の収納手続，免許鑑札の焼印・割印の管理等，に関する府県への布達を起案し   

た。また，「銃猟免許収縮税別案」は，主に，銃猟は「渡世」（生業）と「遊猟」の二種にするが，いずれも免許を受けない   

ものをすべて禁止し，免許出願者の身分・身元の保証のために，出願者は戸長・副戸長の連印を付けて出願する（第1，2   

条），銃猟免許税（猟札交付）として「渡世」の者に金1円，遊猟者に5円を課税し（第3条），武庫司・管轄庁の検査を受   

けて小銃所持の免許を待たものであっても銃猟免許を待なければ猟業を禁ずる（第6条），銃猟時には猟札を所持し，発砲   
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時に人民に誤申し負傷させた場合は早急に管轄庁に届け出て指示を受ける（第7，8条），免許を受けずしてひそかに銃猟  

した者の銃器を没収し過料金7円を課し，猟札を他人に貸与あるいは売渡した場合は双方から過料金各5円を上納させる（第  

10，11，12条），規則違反者の証跡をとって告発した者には犯人過料金の半額を「賞誉」として下賜する（第13条），と起案  

した。大蔵省の起案は，銃猟実施の管理にかかわる法制化であるが，「達案」の②の銃猟許可地域の地名の陸軍省への届出は，  

警察機構の未整備の時点おいて，おそらく，陸軍による同地域の管理・監視を期待したのであろう。また，免許出願者の身  

分・身元保証として戸長・副戸長の連印や違反者の告発奨励等の発想は，銃猟に関する当時の雰囲気があらわれている。第  

13条における規則違反者の告発者に対する賞誉金下賜の起案は，9月23日太政官布達第282号（銃砲取締規則規定外の違銃  

砲弾薬類をひそかに所持し取扱った者に対しては，当該地方において没収のうえ，さらに50銭の過料を納付させる）の但し  

書きにおける取締関係者以外の違反者告発者への過料金半額授与として規定されたこともあり，当時は規則違反者の告発は  

奨励された。以上の大蔵省起案と協議に対して陸軍省は同意した。そして，井上大蔵大輔は8月10日付で太政官正院に請議  

した。太政官では左院が大蔵省原案を英仏等の猟業規則を参考にして調査し，意見書（「諸猟規則」案全22条，「蓬莱」全5  

項目と職猟・遊猟の罪名10項目罰金表）を起案し11月8日付で報告した。左院意見書は，主に，①鳥獣猟の手段（銃砲およ  

びその他の猟具）を拡大し，鳥獣猟を生業とするものを「職猟」，「遊楽」用を「遊猟」とし，有害鳥獣の駆除は地方官より  

臨時免許を受ける（第1，2条），②職猟・遊猟ともに地方官庁に山願して免許鑑札を受け（免許税は職猟50銭，遊猟3円），  

出猟時は必ず鑑札を所持し，また，鑑札の貸借・売買を禁止し，鑑札の遺失者と拾得者はただちに官庁に届け出る（第3～  

8条），③免許交付拒絶対象者は，銃猟に限っては，16歳以下の幼者，禁治産者，故なく弓箭銃砲を発して刑を受けた者とし，  

他に，政府の森林監守人等，猟事関係の諸規則違反者で刑の言渡しを遵守しない者とする（第9条），④鳥獣猟禁止地域と  

して，銃猟に限っては人家桐密地，人家近傍で銃弾の危害の恐れある所とし，他に禁猟制札の場所，他人の住居又は構内と  

し，自己所有地内での鳥獣猟は自由であるが人家桐密地域では銃猟を禁止し，非禁猟地においても田畑植物・樹木を毀損し  

てはならない（第10～12条），⑤山林田野植物や「鳥獣保存」のために，地方官における猟期の設定と，猟期以外の出猟の  

禁止（第13条），⑥本規則現行犯人の逮捕・連行等手続き（羅卒・地主・山林田畠川沢監守人等による証拠提出・証人等），  

違反者の罰則と過料化および猟具・収獲鳥獣の没収等（第14～22条），を起案した（前掲『公文録』1873年3月大蔵省，附  

録所収）。左院の意見書は戸長の業務として大蔵省原案の鳥獣猟免許出願者の身元保証業務を削除し，免許交付禁止対象者  

と鳥獣保護を条文化し，違反者の告発・逮捕・過料の規定を詳細化したことが特質である。つまり，左院は，銃猟の課税・  

過料を基本にした大蔵省原案よりも民業中心の鳥獣猟全体にかかわる法制化をこころみたことが最大の特質である。当時，  

すでに，東京府から9月27日付で陸軍省に対して銃猟の制限と管理に関する要望が提出されていた（市街村落での発砲や耕  

地への濫人等は人民の安危にかかわる，銃猟の期間制限，鳥銃時の人家距離の設定，免許猟銃税の取り立て，猟銃［和銃4  

匁8分玉以下の各種猟銃］と散弾にする，銃猟出願者の身分の検討と「業前試検」の実施，前掲 〈陸軍省大日記〉 中『明治  

五年壬申九月 大目記 譜省府県之部』第974号所収）。太政官正院は以上の左院意見書をふまえて，「鳥獣猟規則」案（全23  

条）と「達案」（全5項目，職猟・遊猟の罪名8項目罰金表，免許鑑札雛形）を起案した。正院の「鳥獣猟規則」案は，特  

に左院意見書の銃砲およびその他の猟具による鳥獣猟の手段を踏襲したが，①免許交付拒絶対象者として，禁治産者の規定  
［ママ］  

を削除し，猟銃使用方法を知らない者と「白痴風顛等人事ヲ弁セサル者」を加え，②本規則現行犯人の逮捕・連行等手続き  

における違反者申立人に戸長を加え，③規則違反者に対する告発者への「賞誉」として犯人罰金の半額下賜を削除し，④鳥  

獣を死・落酔させる餌・薬品による猟の禁止（第23条），を加設したことが特徴である（前掲 〈陸軍省大日記〉 中『明治五  

年壬申十一月 大日記 太政官之部』第674号所収）。また，正院の「達案」は大蔵省原案をほぼ踏襲し，さらに違反者の罪  

名罰金を別表として職猟・遊猟毎に規定した（罪名8項目，禁猟期の職猟罰金は1円で遊猟罰金は6円，等）。太政官正院  

は「鳥獣猟規則」案に対する意見を11月28日付で陸軍省に照会したが，陸軍省は武庫司の意見にもとづき，翌1873年1月10  

日付で，第1条に，猟銃の種類規格として和銃4匁8分玉以下の小筒ならびに西洋猟銃とし，軍用小銃による鳥獣猟の禁止  

を加設し，第15条に，規則違反の現行犯人逮捕の際には鑑札番号・姓名等を調査して申し出ること等の加設の意見を碇出し  

た。正院は陸軍省の意見等をもとにして，さらに鳥獣猟規則の布告案（全25条）を起案した。同布告案は，特に銃砲使用に  

よる鳥獣猟を規則対象にしたもので，銃砲によらない鳥獣猟を規則対象からのぞいた。そして，免許税として職猟1円・遊  

猟10円とし，陸軍省意見の猟銃の種類規格と軍用小銃による鳥獣猟禁止を加設し（第11条），銃猟期限を毎年12月1日より  

3年3月末と明記し（第13条，ただし，地方の模様によって期限を伸縮することもある），罰金額を高めた（禁猟期間中の  

職猟2円・遊猟12円の罰金等）ことが特質である。ただし，左院の意見書等に記述された禁猟期間を設けたことの趣意とし  

ての「鳥獣保存」の文言は明記されなかった。鳥獣猟規則の布告案は同1873年1月20日の太政官布告第25号によって制定が  

布告された。鳥獣猟規則はその直後の同年3月18日に太政官布告第110号によって一部改止された（人家欄密地から3丁以  

内の距離範囲も銃猟禁止地とする，銃猟期限を11月1日から翌年3月末までに拡大する，規則違反者の鑑札を没収する，規  

則違反者に対する告発者への「賞誉」の規定を削除する，等）。以上のように陸軍省管轄の銃砲管理から離れて，猟銃対象  

の鳥獣猟規則が成立したが，フランスの猟業規則等（猟具・禁猟期間の制限等）からみても大きな後退であった。たとえば，  
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鳥獣猟規則は1874年11月太政官布告第122号の改正と1877年1月太政官布告の改正があったが，特に後者の1877年の改正に  

おける元老院会議（第二読会，1876年12月5日）においては，内閣原案第10条（「銃猟期限ハ十月十五日ヨリ四月十五日迄  

ヲ以テー期トス是時限ノ外ハ銃猟ヲ禁ス 但地方ノ景況ニヨリ便宜二此時限ヲ長短シ又ハ山間等人家遠隔ノ地二在テハ必ス  

シモ此時限ヲ定メスー過年ヲ以テー期トスルコトモアルヘシ」に対して，同院議官陸奥宗光は「但書ヲ刑ルヲ可トス英語二  

所謂（ケームロー）ト云フハ啓二其危害ヲ警戒スルヲ主トスルニ非ス鳥獣ノ種類ヲ尽スヲ防止スル主意ナリ余曾テ聞クコト  

アリ響キニ各国公使ヲ延遼館二於テ響贋スルトキ小禽ヲ供ス時己二銃禁止ノ時期ナリ戎公使性ミ間テ日ク今ノ季節ニシテ小  

禽ノアルハ何ヲ以テ之ヲ獲ルヤ日ク是綱ヲ用テ之ヲ捕獲シタルナリト答ユタレハ公使日綱ヲ張テ禽獣ヲ捕獲スレハ其種類殆  

ント将サニ絶尽スヘシト言テ冷笑セシト是ヲ以テ西洋各国ノ鳥獣猟規則ヲ制定シタル主意以テ推知スルニ足レリ」と，鳥獣  

類絶滅防止の視点から地域における通年猟許可の但書きの削除をもとめた（元老院会議筆記刊行会編『元老院会議筆記』前  

期第2巻，416－417頁，1966年。陸奥宗光発言の「ケームロー」とはgamelaw［狩猟法，遊猟規則］を意味するものであ  

ろう）。しかし，内閣原案第10条の但書きは削除されることなく，鳥獣猟改正の正文は地方官が地方の景況により時限を長  

短することの理由を内務省に届けさせることにした。なお，北海道では，1876年11月11日開拓使布達乙第11号の北海道鹿猟  

規則が制定され，その第4条は猟者の免許定員を規定し（600名），第5条は免許鑑札を受けた着であっても「毒矢ヲ以猟殺  

ヲ待ス」と規定した。これらの猟規制はアイヌ民族等の在来的な猟業を苦境に陥らせることになった。鳥獣猟規則自体は本  

論文の直接的な考察対象ではないが，近代北海道のアイヌ民族に対する狩猟規制等の詳細な研究として，山田伸一『近代北  

海道とアイヌ民族』（2011年，北海道大学出版会）がある。他方，女性の銃猟に対しては鳥獣猟規則上ではなんらの明文も  

なかった。しかし，女性が鳥獣猟を出願することもあり，その可能性は否定できなかった。これに対して，枚方正義農商務  

卿は1885年3月10日付で太政官宛に「婦人発砲之儀二付伺」を提出し，「婦人ニシテ銃猟職猟遊猟及除害猟出願之者之有右  

銃砲発射之義ハ危険ニシテ婦人ノ為スヘキ所業二無之許可不相成義卜存候待共規則中明文無之二付相伺候条」云々として指  

令を仰いだ（前掲『公文録』1885年4月農商務省，第2件所収）。参事院は3月21日に農商務省の伺い通りとする審査報告（男  

子も16歳未満者を許可していないので，女性の場合に許可されないのは「無論」である）を提出し，4月4日に閣議決定さ  

れ，同8日に同省に指令が発された。   

［補注1］太政官左院は「鳥獣猟規則」案の意見書を作成するために英仏の猟業規則を参考にしたとされているが，フラ  

ンスの猟業規則（1844年5月3日の「田猟二関スル法律」他）はおよそつぎの通りである。第一に州長による田猟免許交付  

拒絶対象者として，①「兵器携帯権」（［補注2］参照）他刑法第42条記載により権利を剥奪された者，官吏に対する抵抗・  

暴行のために禁錮6ケ月以上の刑を受けた者，法律に違背して集会する罪や弾薬兵器他軍用品の製造販売配賦に関する罪等  

によって刑を受けた者，穀類通運妨害の罪や樹木又は未収種物ならびに天然・人工の植物を損壊した罪によって刑を受けた  

者，浮浪・乞食・強窺盗・詐欺取財・背信の罪によって刑を受けた者を規定し（ただし，刑期満5年後は拒絶されない），  

②処刑によって兵器携帯権を失った者，本法律記載の犯罪により処刑の言い渡しを受けた者等を規定し，第二に田猟実施の  

規則として，①州長は開猟期間を公告する，②地主は自己の私有地に比隣地との交通を遠隔する設備（離）があれば同私有  

地内での田猟は時期を問わず自由である，③地主または土地借り主は同所有地内では，傷害を加える鹿薬類や州長指定の有  

害獣類を何時でも駆除することは自由である，④田猟免許交付山願者は本人本籍地又は寄留地の町村長に山願し（免許交付  

のための納付金は25フランで，その内15フランは町村庁に残り，10フランは国庫に納致される），町村長は郡長に送付し，  

郡長は自己の意見を付して州庁に送致し，州長が免許を交付する，と規定し，第三に獣類を絶滅させるような田猟猟具や手  

段としての「網羅糸蹄」や落し穴の禁止を規定した（ショウボ・アドルフ，フォースタン・エリー著『仏国刑法大全』第一  

幌上巻，196頁，1886年，亀山貞義他訳，司法省蔵版。婆督備氏『仏国政法論』第「幌下巻，156－162頁，1879年，松田正久  

訳，司法省蔵版）。フランスの猟業規則における開猟期間の設定および鳥獣絶滅の激甚猟具・手段の禁止等は，もちろん鳥  

獣類の適宜な繁殖による絶滅の弊を防ぐものであり，鳥獣保護の視点から法制化されたものである。   

［補注2］太政官左院が当時のフランスの猟業規則を調査しつつも無視したものが「兵器携帯権」であり（ショウボ・ア  

ドルフ，フォースタン・エリー著『仏国刑法大全』第一幌上巻，194－196頁，婆督備氏『仏国政法論』第二幌下巻，146－156  

頁，フォースタン・エリー著『仏国刑律実用』巻之二刑法之部，791－792頁，1881年，加田邦意訳，司法省蔵版，参照），本  

近代史・軍制史研究においても無視されてきたのが1871年以降の全国武装解除方針化と兵器携帯権との関係解明であった。  

まず，第一に，近代フランスの兵器携帯権の歴史概要等は下記の通りである。フランスでは数百年前から兵器携帯権は人々  

の固有の権利とされてきた。特に，貴族階級（貴顕な資本家・職業者・府民・上等裁判所等官吏）は防衛の権利を特許され  

た（1355年12月，1478年3月，1487年11月，1557年11月，1561年8月，1679年12月の諸法令）。1789年8月4日の布告は貴  

族階級への従来の兵器携帯権の特権付与を廃止し，同権利を一般フランス人民に還付し（同8月20日の布告も浮浪・乞食者  

をのぞき兵器携帯権を禁止せず），1790年4月30日の法律第34条は銃器所持の権利を明記した。これらの兵器携帯権の法制  

化（民権化）により，バトピーは「予ハ又以為へラク兵器携帯ノ権理モ亦同ク人身ノ自由及ヒ人身ノ安寧ヲ保護スル権理ノ  

附属権タルニ外ナラス」と述べた。そのうえで，バトピーは「公岡安寧ノ利益」との調和・調節との関係で制限の必要があ  
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ると述べ，その制限例として「袖銃」（ピストル，短銃）と「隠秘ノ兵器」の携帯禁止（1834年5月の法律と1837年2月の   

布告）を指摘した。ここで，まず，すべて衆人が携帯できる具体的な兵器は「露顕ニシテ且ツ防守二適応ナル商用上ノ兵器」   

（商用兵器）とされているが，フランスでは市民武装化を前提にした都市防禦政策と一体化された兵器の携帯と使用の権利   

として位置づけられるだろう（ルビ略）。他方，「隠秘ノ兵器」の種類・規格等は明確ではないが，学術・工業上の発明進捗   

によって殺傷の精度・効果を高めた「甚夕危険ニシテ恐ル可キ」兵器であり，「攻撃ノ兵器」を意味していた（1834年5月   

の法律）。第二に，バトピーは携帯禁止の兵器として「軍用兵器」（軍用銃）を指摘した。当初，軍用銃（1810年10月の法律   

は口径定度により判然識別を規定）は口径によって区別されてきたが，しだいに外国の軍用銃がフランス猟用銃の口径に近   

接するに至った。そのため，1860年7月の法律はあらためて軍用銃を定義し，軍用兵器はフランス軍隊または外国軍隊の装   

備用に使用する兵器であり，戦闘適用と認定される兵器（形状等が軍用兵器に類似しているもので大小を問わない）すべて   

を軍用兵器とみなすとした。つまり，戦闘適応の兵器は，銃組成の機械の性質と堅固性，隊伍（1列から数列）での使用に   

適応する形質・銃身の厚薄，銃剣装置，他銃との比枚で廉価，等によって認定されるとした。第三に，①フランスにおける   

軍用兵器製造者は陸軍大臣の許可を必要とし（1860年7月の法律および1861年3月の布告），軍用兵器現有者は軽罪とされ   

るが，商用兵器の所持は多量を寄頓隠蔵するのでなければ軽罪にはならず，②軍用兵器の種類は，フランス軍隊で使用する   

火器，小銃・騎銃・軍用ピストル・刀剣・銃鎗等と規定された（1816年7月の勅令）。第四に，バトピーは兵器携帯の事例   

として，①「一揆ノ騒乱」中における兵器携帯者は罰せられるが（1834年5月の法律），刑法上からは一揆に党与してその   

同犯たるべき明証がなければ兵器携帯して市街に集合すること自体を通常は罰することはできず，②一揆の党与・同課着た   

るべき明証を得ることは難事であり，なぜなら，一揆の党与の大半はその一揆に党与したことの証跡がなく「各人皆自己ノ   

思想二衝動セラレ自ラ甘シテ市街二到集スル」からであるとした。以上のように，兵器携帯権は市民武装化と都市防禦を支   

えるためのフランス人民の固有の民権かつ公権であった。したがって，刑法において公権が剥奪されることは兵器携帯権を   

失うことになった。ただし，兵器携帯自体は（表携・陰携を問わず），フランス刑法上では，窺盗罪における刑の加重化（犯   

人中の1名又は数名）の充分な理由とされ，さらに，「兵器ヲ使用スヘシ 爾チ殺傷ス可シノ意」と言明して行なった脅迫   

は「暴行」とみなされた。つまり，兵器携帯自体は犯罪の発生構成とその刑罰加重化の構成源になってはならず，携帯本人   

に対して成熟した高度の自己規律・自己続制を課し，品位・品格と修養・教養の上質化を基本にした市民社会形成と一体化   

されて機能するものとして受けとめられていた。近代日本が以上の近代フランスの兵器携帯事情を理解することは困難で   

あったことはいうまでもない。近代日本における四民の「武装解除」の象徴的事例としては，山県有朋陸軍卿の1875年12月   

の太政官宛の「廃刀建言書」（刀剣侃用を「頑固無識」「武門武士ノ虚号卜殺伐ノ余風」と記述）と1876年3月の士民の「侃   

刀」禁止が注目されてきた。刀剣侃用自体はすでに山県有朋が記述するように旧武士の情緒・精神的な効果を満たすことに   

すぎなかった。しかるに，銃砲は刀剣に比重交してはるかに高い殺傷力の効果と精度性を有しているにもかかわらず，その規   

制政策等については研究されてこなかった。近代日本の銃砲取締については，近年，1872年銃砲取締規則の第5別による東   

京旧多摩地域の銃砲登録事例の紹介があるが（保谷徹「免許銃・所持銃・拝借銃ノート」松尾正人編著『近代日本の形成と   

地域社会』2006年，岩田書院），1872年銃砲取締規則については，外国人の遊猟規則等や銃社会規制の欧米比較をふくめて   

あらためて解明される必要がある。  

（8）前掲『公文録』1875年12月内務省1，第19件所収。  

（9）西南戦争後に鹿児島県令岩村通俊は1878年1月22日付で太政官宛に，1876年6月の太政官布告第84号による銃砲所持者の   

届出期限延期にかかわって，「当県下之儀ハ右御布告等儀モ是迄施行無之卜相見工普ク人民二於テモ熟知仕居不申殊二先般   

県庁兵焚二催り書類ノ可拠モノ無之勇今日ヲ以テ明治五年二同視スヘキ形勢二有之迅速取調難行届候」と述べ，県下の銃砲   

弾薬取締施行については本年8月末まで延期させていただきたいと伺い出た（前掲〈単行書〉 中『決裁録十一 明治十一年   

自九月至十月』第128号所収）。岩村鹿児島県令の伺い出によれば，そもそも，鹿児島県では銃砲取締規則施行にかかわる銃   

砲所持届出漏れ者を放置し，1876年太政官布告第84号が施行されなかった疑いがあることは明確である。極端にいえば，鹿   

児島県下では武器弾薬類の続制・管理の基本になった1872年銃砲取締規則はほとんど施行されなかったことが暗示されてい   

るようなものであった。たとえば，太政官法制局は2月7日に一度は鹿児島県伺いを「難問届」とする指令案を起案したが，   

さらに審査し，「鹿児島ノ如キハ昨年迄ハ制外国ノ如キ有様ニテ今日創業ノ時期ナリ故二他府県ノ如ク中央政府ヨリ之ヲ指   

揮スルロ然ルヘカラス」云々と述べ，同県官の見込みを受け入れることになった（前掲〈単行書〉 中『行政考接簿 上』第   

26号所収，ただし，□は一字不明）。この結果，太政官は2月28日にやむを待ないとして決裁し，銃砲弾薬取締をなるべく   

すみやかに施行すべきことを指令した。その後，岩村鹿児島県令はさらに同年8月12日付で太政官宛に，銃砲弾薬取締に関   

して掛官を派出させて調査させているが，昨年の戦争で士民所持銃砲は所々に散乱していることによって精密な調査をすす   

めがたいとして，さらに9月末までに延期させてほしいと再度伺い出た結果，太政官も9月5日にやむを得ないとして決裁   

した。鹿児島県のみでなく，1876年太政官布告第84号は他県でも合県廃県等により届出や調査がすすまなかったこともあり，   

内務省は1877年1月23日に銃砲調査の延期を太政官に上申し精密調査を期すことにした（前掲『公文録』1877年2月内務省  
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5，第88件所収）。内務省上申は2月1日に閣議決定され，同5日に同省に上申通りに了承されたとして通知された。  

［補注］銃砲取締規則違犯者の没収銃器弾薬類の払下げ代金納付等は司法省管轄になっていた。しかるに，銃砲取締規則   

を管轄することになった内務省は同規則違犯者の司法的処分に至るまで権限を行使しようとしたが，太政官からは認められ   

なかった（前掲『公文録』1876年1月内務省1，第11件，前掲〈単行書〉 中『刑法 決裁録六 明治九年自一月至十二月』   

第1号所収）。すなわち，1875年11月10日付で大警視川路利良は大久保利通内務卿宛に銃砲取締規則違犯者については警視   

庁において処分したいと上申したことをうけて，大久保は12月20日付で太政官宛に警視庁は「目今司法警察ヲモ相兼」てい   

るので司法的処分も託された（ただし，没収品売却や罰金の司法省に納付する）と伺い出た。これに対して，太政官法制局   

は「警視庁ニハ警察ノ権アルノミニシテ裁判ノ権ナキハ固ヨリノ義二有之且諸罰則中此件二限り同庁二託セラルヘキ筋無之   

候」と審査し，採用されるべきものではないと報告し，翌1876年1月20日の閣議では法制局の審査報告の通りに決裁された。  

＊付記 引用文中内の［］は遠藤による。1872年11月までの目付は太陰暦による。  

（函館校教授）  
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